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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（Ｉ）で表される化合物であって、
【化１】

　上記一般式（Ｉ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
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【化２】

　上記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）中、Ｒ１～Ｒ１２、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して、
水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個
又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていても
よいアルキル基、炭素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の
１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されてい
てもよいアルキルオキシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ
基中の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換さ
れていてもよいアルキルチオ基、又は、芳香族基である化合物を含むことを特徴とする３
００～８００ｎｍの可視領域において光電変換能を有する光電子的デバイス。
【請求項２】
　下記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物であって、
【化３】

　上記一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
【化４】

　上記一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）中、Ｒ１～Ｒ８、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して
、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１
個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていて
もよいアルキル基、炭素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中
の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されて
いてもよいアルキルオキシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチ
オ基中の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換
されていてもよいアルキルチオ基、又は、芳香族基である化合物を含むことを特徴とする
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３００～８００ｎｍの可視領域において光電変換能を有する光電子的デバイス。
【請求項３】
　下記一般式（ＩＶ）で表される化合物であって、
【化５】

　上記一般式（ＩＶ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
【化６】

　上記一般式（ＩＩ）、（ＩＶ）中、Ｒ１～Ｒ４、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して、
水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個
又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていても
よいアルキル基、炭素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の
１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されてい
てもよいアルキルオキシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ
基中の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換さ
れていてもよいアルキルチオ基、又は、芳香族基であることを特徴とする化合物。
【請求項４】
　下記一般式（Ｖ）で表される化合物であって、
【化７】

　上記一般式（Ｖ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
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【化８】

　上記一般式（ＩＩ）中、Ｒ及びＲ’は、それぞれ独立して、水素原子、ハロゲン原子、
炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個又はそれ以上の炭素原子が
酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキル基、炭素数１
～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の１個又はそれ以上の炭素原
子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルオキシ基
、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ基中の１個又はそれ以上の
炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルチ
オ基、又は、芳香族基である化合物を含むことを特徴とする３００～８００ｎｍの可視領
域において光電変換能を有する光電子的デバイス。
【請求項５】
　下記の化学式（ＶＩ）で表される化合物を含むことを特徴とする３００～８００ｎｍの
可視領域において光電変換能を有する光電子的デバイス。
【化９】

【請求項６】
　下記の化学式（ＶＩＩ）で表される化合物を含むことを特徴とする３００～８００ｎｍ
の可視領域において光電変換能を有する光電子的デバイス。
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【化１０】

【請求項７】
　上記化合物において、フタロシアニン骨格が金属イオンと錯体を形成しているものであ
ることを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の３００～８００ｎｍの可視領域
において光電変換能を有する光電子的デバイス。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光電気的、光電子的、電気的、電子的装置・部品等に利用可能な有機半導体
電子材料に用いられる新規化合物及びその製造方法並びにその利用に関し、特に、色素増
感太陽電池材料、薄膜光電変換素子、液晶、有機薄膜トランジスタ、有機キャリア輸送層
を有する発光デバイス等に利用可能な有機有機半導体電子材料に用いられる新規化合物及
びその製造方法並びにその利用に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機ＥＬデバイス、有機ＦＥＴデバイス、有機薄膜光電変換デバイスなどの有機
半導体電子材料を用いた薄膜デバイスが注目されており、一部実用化も始まっている。ま
た、酸化チタンと有機色素を組み合わせた色素増感太陽電池も活発に研究されており、こ
れらのデバイス用途に適した特性を有する有機材料が精力的に探索されている。
【０００３】
　一般に、有機薄膜トランジスタなどの電気的及び電子的デバイスに利用可能な有機電子
材料には、キャリア輸送能が求められる。また、その一方で、薄膜光電変換素子、色素増
感太陽電池、有機ＥＬデバイスなどの光電気的及び光電子的デバイスには、キャリア輸送
能に加えて、光吸収や発光といった色素としての性質も必要とされる。さらに、実用的な
デバイスへの応用という観点からは、有機材料の安定性も重要な性能の１つとなる。
【０００４】
　以上のような点を考慮し、従来から、安定な有機顔料、機能性色素として用いられてき
たフタロシアニン骨格を有する化合物を用いることが検討されている。しかし、フタロシ
アニンをそのまま電子材料に使用する場合は、電子キャリア輸送性能が十分に得られない
。また、フタロシアニンを光材料に使う場合、吸収波長が偏っており、幅広い吸収スペク
トルを得られないという欠点がある。
【０００５】
　このため、フタロシアニン骨格と同じπ電子系のチオフェン骨格とを組み合わせて、新



(6) JP 4625947 B2 2011.2.2

10

20

30

たな新規機能性材料を創製する試みがなされている。例えば、非特許文献１～４には、フ
タロシアニン骨格およびチオフェン骨格を有する化合物が複数個開示されている。
【非特許文献１】Michael J. Cook and Ali Jafari-Fini, J. Mater. Chem., 1997, 7(1)
, p5-7
【非特許文献２】Douglas M. Knawby and Timothy M. Swager, Chem. Mater. 1997, 9, p
535-538
【非特許文献３】Michael J. Cook and Ali Jafari-Fini, Tetrahedron 56 (2000) p4085
-4094
【非特許文献４】M. Victoria Martinez-Diaz, et al., Tetrahedron Letters 44 (2003)
 p8475-8478
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記非特許文献１～４に開示の化合物は、いずれもフタロシアニン骨格とチオフェン骨
格とを有するため、キャリア輸送能及び光吸収能の面では若干の性能の向上が認められる
。しかしながら、その性能は未だ十全とはいえない。
【０００７】
　このため、より一層のキャリア輸送能の向上又は光吸収能の改善が図られた新規化合物
の創製が強く求められていた。
【０００８】
　本発明は、上記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、キャリア輸送能の
向上及び／又は光吸収能の改善がなされた、フタロシアニン骨格とチオフェン骨格とを有
する新規化合物及びその製造方法並びにその利用を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討を行った結果、フタロシアニン骨格にお
けるπ電子系とチオフェン骨格とにおけるπ電子系とが共役した新規化合物を創製し、当
該化合物の光吸収スペクトルを評価したところ、可視領域全体にわたって強い吸収が認め
られ、それゆえ、少なくとも薄膜光電変換素子、色素増感太陽電池などの光電子的デバイ
ス材料として有用であるという知見を見出し、本願発明を完成させるに至った。本発明は
、かかる新規知見に基づいて完成されたものであり、以下の発明を包含する。
【００１０】
　（１）少なくともフタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とを有する化合物であっ
て、上記フタロシアニン骨格と上記オリゴチオフェン骨格とが共役している化合物。
【００１１】
　（２）下記一般式（Ｉ）で表される化合物であって、
【００１２】
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【化１】

【００１３】
　上記一般式（Ｉ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
【００１４】
【化２】

【００１５】
　上記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）中、Ｒ１～Ｒ１２、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して、
水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個
又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていても
よいアルキル基、炭素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の
１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されてい
てもよいアルキルオキシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ
基中の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換さ
れていてもよいアルキルチオ基、又は、芳香族基である化合物。
【００１６】
　（３）下記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物であって、
【００１７】
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【化３】

【００１８】
　上記一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
【００１９】
【化４】

【００２０】
　上記一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）中、Ｒ１～Ｒ８、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して
、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１
個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていて
もよいアルキル基、炭素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中
の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されて
いてもよいアルキルオキシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチ
オ基中の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換
されていてもよいアルキルチオ基、又は、芳香族基である化合物。
【００２１】
　（４）下記一般式（ＩＶ）で表される化合物であって、
【００２２】
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【化５】

【００２３】
　上記一般式（ＩＶ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
【００２４】
【化６】

【００２５】
　上記一般式（ＩＩ）、（ＩＶ）中、Ｒ１～Ｒ４、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して、
水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個
又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていても
よいアルキル基、炭素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の
１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されてい
てもよいアルキルオキシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ
基中の１個又はそれ以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換さ
れていてもよいアルキルチオ基、又は、芳香族基である化合物。
【００２６】
　（５）下記一般式（Ｖ）で表される化合物であって、
【００２７】
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【化７】

【００２８】
　上記一般式（Ｖ）中、Ａｒは下記一般式（ＩＩ）で表され、
【００２９】

【化８】

【００３０】
　上記一般式（ＩＩ）中、Ｒ及びＲ’は、それぞれ独立して、水素原子、ハロゲン原子、
炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個又はそれ以上の炭素原子が
酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキル基、炭素数１
～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の１個又はそれ以上の炭素原
子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルオキシ基
、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ基中の１個又はそれ以上の
炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルチ
オ基、又は、芳香族基である化合物。
【００３１】
　（６）下記の化学式（ＶＩ）で表される化合物。
【００３２】

【化９】

【００３３】
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　（７）下記の化学式（ＶＩＩ）で表される化合物。
【００３４】
【化１０】

【００３５】
　（８）上記（１）～（７）のいずれか１項に記載の化合物において、フタロシアニン骨
格が金属イオンと錯体を形成していることを特徴とする化合物。
【００３６】
　（９）下記一般式（ＶＩＩＩ）で表される化合物であって、
【００３７】
【化１１】

【００３８】
　上記一般式（ＶＩＩＩ）中、Ａｒは、下記一般式（ＩＩ）で表され、
【００３９】

【化１２】

【００４０】
　上記一般式（ＩＩ）中、Ｒ及びＲ’は、それぞれ独立して、水素原子、ハロゲン原子、
炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個又はそれ以上の炭素原子が
酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキル基、炭素数１
～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の１個又はそれ以上の炭素原
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子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルオキシ基
、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ基中の１個又はそれ以上の
炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルチ
オ基、又は、芳香族基である化合物。
【００４１】
　（１０）下記一般式（ＩＸ）で表される化合物であって、
【００４２】
【化１３】

【００４３】
　上記一般式（ＩＸ）中、Ｂはハロゲン原子である化合物。
【００４４】
　（１１）上記一般式（ＩＸ）中、Ｂがヨウ素原子であることを特徴とする（１０）に記
載の化合物。
【００４５】
　（１２）上記（１０）に記載の化合物を製造する方法において、下記一般式（Ｘ）で表
される化合物を、有機金属試薬と反応させる第１の工程と、上記第１の工程の後、ハロゲ
ン化試薬と反応させる第２の工程と、を含む製造方法。
【００４６】

【化１４】

【００４７】
　（１３）上記ハロゲン化試薬が、ヨウ素化試薬である（１２）に記載の製造方法。
【００４８】
　（１４）上記（１）～（８）のいずれか１項に記載の化合物の製造方法であって、下記
一般式（Ｘ）で表される化合物を、有機金属試薬と反応させる第１の工程と、上記第１の
工程の後、ハロゲン化試薬と反応させる第２の工程と、を含む製造方法。
【００４９】
【化１５】

【００５０】
　（１５）上記（１）～（８）のいずれかに記載の化合物を含むデバイス。
【００５１】
　（１６）上記デバイスは、光電変換素子、色素増感太陽電池素子、有機ＥＬ素子、液晶
表示素子、有機薄膜トランジスタ素子、又は有機キャリア輸送層を有する発光素子である
（１５）に記載のデバイス。
【発明の効果】
【００５２】
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　本発明に係る化合物は、従来から安定な有機顔料、機能性色素として用いられてきたフ
タロシアニン骨格に、光電子及び電子的機能性有機材料として注目されているオリゴチオ
フェン骨格を組み込んだフタロシアニン－オリゴチオフェン多元系の構成を有する新規化
合物である。この新規化合物は、フタロシアニン骨格とチオフェン骨格におけるπ電子系
が互いに共役している。それゆえ、従来のフタロシアニン骨格とチオフェン骨格とを有す
る化合物に比べて、キャリア輸送能と光吸収能が著しく向上しているという効果を有する
。
【００５３】
　したがって、本発明に係る化合物は、例えば、薄膜光電変換素子、色素増感太陽電池な
どの光電子的デバイス材料として非常に有用である。
【００５４】
　なお、本発明には、上記化合物の製造方法のほか、上記化合物を製造する際の中間体化
合物も含まれる。特に、本発明に係る中間体化合物は、上記化合物を製造するために用い
られるだけでなく、例えば、チオフェン骨格を有する半導体材料の中間体としても非常に
有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５５】
　本発明は、光電子的デバイス材料等に利用可能な新規化合物、その中間体及びその製造
方法、並びにその利用に関するものである。そこで、以下では、まず、新規化合物につい
て説明し、次いで、その中間体及び製造方法、最後にその利用法について説明する。
【００５６】
　＜１．本発明に係る化合物＞
　本発明に係る化合物は、少なくともフタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とを有
する化合物であって、上記フタロシアニン骨格と上記オリゴチオフェン骨格とが共役して
いる化合物であればよい。
【００５７】
　本明細書中、文言「オリゴチオフェン骨格」とは、複数（好ましくは２～２１）のチオ
フェン骨格が、そのπ電子系が共役した状態で結合しているものをいう。具体的には、例
えば、上記一般式（ＩＩ）で表されるものを挙げることができるが、この構造に限定され
るものではない。
【００５８】
　また、文言「フタロシアニン骨格とチオフェン骨格とが共役している」とは、フタロシ
アニン骨格が有するπ電子系とオリゴチオフェン骨格が有するπ電子系とが、（例えば、
単結合を通じて）相互作用しており、非局在化しているという意である。
【００５９】
　上記化合物としては、例えば、本発明に係る化合物は、上記一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）
、（ＩＶ）、及び（Ｖ）で表される化合物を挙げることができる。なお、上記一般式（Ｉ
）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）、及び（Ｖ）中、Ａｒは、上記一般式（ＩＩ）で示すオリゴチ
オフェンを表し、一般式（ＩＩ）中、ｎは１～２０の整数である。また、上記一般式（Ｉ
）～（Ｖ）中、Ｒ１～Ｒ１２、Ｒ、及びＲ’は、それぞれ独立して、水素原子、ハロゲン
原子、炭素数１～１８のアルキル基であって当該アルキル基中の１個又はそれ以上の炭素
原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキル基、炭
素数１～１８のアルキルオキシ基であって当該アルキルオキシ基中の１個又はそれ以上の
炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアルキルオ
キシ基、炭素数１～１８のアルキルチオ基であって当該アルキルチオ基中の１個又はそれ
以上の炭素原子が酸素原子、窒素原子、及び／又は硫黄原子で置換されていてもよいアル
キルチオ基、又は、芳香族基であればよい。
【００６０】
　より具体的には、例えば、上記化学式（ＶＩ）、化学式（ＶＩＩ）を挙げることができ
る。
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【００６１】
　上記化合物は、フタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とが共役している化学構造
を有するゆえに、フタロシアニン骨格のみを有する化合物やオリゴチオフェン骨格のみを
有する化合物、さらに、フタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とが共役しない状態
で結合している化合物と比べて、著しくその性質を異にする。
【００６２】
　具体的には、例えば、フタロシアニン骨格のみを有する化合物は、吸収スペクトルを測
定すると、３００ｎｍ～４００ｎｍ付近、及び６５０ｎｍ～７００ｎｍ付近に強い吸収帯
を有することが知られているが、これらの波長領域以外の光は吸収できない（例えば、後
述の実施例における図２（ａ）参照）。このため、幅広い波長の光を利用できないため、
フタロシアニン骨格のみを有する化合物は、そのままでは太陽電池材料や光電変換素子材
料としては不十分であった。また、オリゴチオフェン骨格のみを有する化合物は、フタロ
シアニン化合物の吸収帯を補うように、４００ｎｍ～６００ｎｍ付近に吸収スペクトルの
ピークを有するが、それ以外の領域の光を吸収することはできない。
【００６３】
　また、フタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とが共役しない状態で結合している
化合物の吸収スペクトルは、例えば、上記非特許文献４の“Figure 1”に示すように、フ
タロシアニン骨格のみを有する化合物に比べて、４００ｎｍ～５００ｎｍまでの位置にお
いて若干の吸収スペクトルの向上が認められるが、５００ｎｍ～７００ｎｍにかけての吸
収スペクトルではほとんど変化しておらず、この領域の光は吸収できていないことを示し
ている。
【００６４】
　その一方、本発明に係る化合物は、３００ｎｍ～８００ｎｍの幅広い可視領域において
、まんべんなく吸収スペクトルが認められる。例えば、後述する実施例に示すように、フ
タロシアニン骨格と共役するオリゴチオフェン骨格が１つの化合物における４００ｎｍ～
６００ｎｍの吸収スペクトルは、フタロシアニン骨格を有する化合物のそれに比べて、大
幅に増加している。
【００６５】
　さらに、本発明に係る化合物における上記性質は、フタロシアニン骨格と共役するオリ
ゴチオフェン骨格の数が増加するにつれ、より一層顕著なものとなる。つまり、吸収スペ
クトルは、フタロシアニン骨格と共役するオリゴチオフェン骨格が１つから４つに増加す
ると、予想以上に大きく、顕著に変化する。
【００６６】
　具体的には、例えば、後述する実施例に示すように、フタロシアニン骨格と共役するオ
リゴチオフェン骨格が１つの化合物（例えば、上記化学式（ＶＩ）で示す化合物）に比べ
て、フタロシアニン骨格と共役するオリゴチオフェン骨格が４つの化合物（例えば、上記
化学式（ＶＩＩ）で示す化合物）は、吸収スペクトルのピークが長波長側（３５０ｎｍの
ピークが４２０ｎｍ）にシフトし、５００ｎｍ～８００ｎｍ付近までブロードに吸収スペ
クトルが認められるようになる。
【００６７】
　なお、上記性質は、フタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とが共役しているため
に認められるものであり、上記一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）、（Ｖ）についても
同様のことがいえることは当業者にとって明確である。
【００６８】
　また、フタロシアニン骨格は金属イオンとともに安定な錯体を形成する性質を有するが
、本発明に係る化合物のフタロシアニン骨格が金属イオンと錯体を形成している化合物も
、本願発明に含まれることはいうまでもない。なお、データは示さないが、銅錯体が形成
されることが確認されている。かかる金属イオンとしては、例えば、鉄、銅、ニッケル、
コバルト等の従来公知のフタロシアニン錯体に用いられる金属イオンを好適に用いること
ができる。このような金属イオンと錯体を形成することにより、例えば、電気伝導性、磁
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性、半導体特性の性質を有するようになる。
【００６９】
　以上のように、本発明に係る化合物は、可視領域全体に幅広く、かつ強い吸収スペクト
ルが認められる。すなわち、従来知られていた化合物では、特定の波長領域の光しか吸収
・利用できなかったが、本発明に係る化合物によれば、可視領域全般の光をまんべんなく
吸収・利用できる。このため、本発明に係る化合物は、例えば、可視領域全般の光を幅広
く利用可能な薄膜光電変換素子、色素増感太陽電池などの光電子的デバイス材料として非
常に有用である。
【００７０】
　また、本発明に係る化合物は、フタロシアニン骨格及びオリゴチオフェン骨格を有する
ため、化学的にも安定であり、優れた有機材料である。
【００７１】
　さらに本発明に係る化合物は、溶液中の核磁気共鳴スペクトル測定において会合状態に
あることが示唆されることから、凝集状態においても液晶相を持つ可能性が高い。それゆ
え、液晶を用いた、例えば表示素子などの各種光電子デバイスや、液晶相の持つ自己会合
性を利用した高配向性分子薄膜からなる有機半導体層等にも利用できる。
【００７２】
　＜２．本発明に係る中間体及び本発明に係る製造方法＞
　上述の＜１＞欄で説明した化合物は、これまで合成の報告はなされていない全く新規な
化合物である。上記化合物は、上記一般式（ＶＩＩＩ）で表される化合物を得ることがで
きなかったため、これまで合成することができなかった。また、この一般式（ＶＩＩＩ）
で表される化合物は、上記一般式（ＩＸ）で表される化合物を得ることができなかったた
め、合成することができなかった。
【００７３】
　すなわち、本発明は、上記一般式（ＩＸ）で表される化合物を得ることができたため、
完成することができたといえる。
【００７４】
　したがって、上記一般式（ＶＩＩＩ）で表される化合物及び上記一般式（ＩＸ）で表さ
れる化合物はともに、上述の＜１＞欄で説明した本発明に係る化合物を得る上で、有用な
中間体であるといえる。このため、本発明には、上記中間体化合物も含まれる。また、か
かる中間体は、オリゴチオフェン骨格を有する半導体材料を製造するためにも非常に有用
である。
【００７５】
　また、上述の＜１＞欄で説明した本発明に係る化合物を得る方法として、上記一般式（
ＶＩＩＩ）で表される化合物及び上記一般式（ＩＸ）で表される化合物を経由する方法が
ある。このため、上記一般式（ＶＩＩＩ）で表される化合物及び上記一般式（ＩＸ）で表
される化合物を製造する方法は、上述の＜１＞欄で説明した本発明に係る化合物を製造す
る方法の１つの工程となり、非常に有用である。それゆえ、本発明には、上述の中間体の
製造方法、及び中間体の製造方法を含む上述の＜１＞欄の化合物の製造方法も含まれる。
【００７６】
　上記製造方法は、少なくとも、上記一般式（Ｘ）で表される化合物を有機金属試薬と反
応させる第１の工程と、上記第１の工程の後、ハロゲン化試薬と反応させる第２の工程と
、を含む方法であればよく、その他の工程、反応条件、材料、触媒、製造機器・製造装置
等については従来公知のものを好適に利用でき、特に限定されるものではない。つまり、
本発明に係る製造方法は、上記第１の工程及び第２の工程を含んでいれば、その他にどの
ような工程を含んでいてもよく、特に限定されるものではないといえる。
【００７７】
　上記一般式（Ｘ）で表される化合物は、従来から知られている化合物であり、例えば、
当業者であれば、文献（D. W. H. MacDowell and F. l. Ballas, J. Org. Chem., Vol.42
 No.23, p3717-3721 1977）に開示の方法を用いて、容易に得ることができる。
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【００７８】
　上記「有機金属試薬」は、上記一般式（Ｘ）で表される化合物から水素原子を引き抜く
ことができる試薬であればよく、特に、立体障害が大きく、かつ求核性が低く、強塩基性
の物質であることが好ましい。有機金属試薬の求核性が高いと、上記一般式（Ｘ）で表さ
れるチオフェン骨格のニトリル基と反応してしまうため、所望の生産物の収率が低下し好
ましくない。また、有機金属試薬の立体障害が小さい場合も、同様に、チオフェン骨格の
ニトリル基と反応してしまうため、好ましくない。
【００７９】
　かかる有機金属試薬としては、例えば、後述する実施例でも使用しているＬＤＡ（リチ
ウム　ジイソプロピルアミド）、ＬｉＴＭＰ（リチウム　テトラメチルテトラメチルピペ
リジン）、及びＬｉＨＭＤＳ（リチウム　ヘキサメチルジシラザン）等を好適に用いるこ
とができるが、これらの試薬に限定されるものではない。
【００８０】
　また「ハロゲン化試薬」は、従来公知のハロゲン化試薬を用いることができ、その具体
的な構成等については特に限定されるものではない。例えば、ハロゲンとしてヨウ素を用
いる場合は、後述するＣ２Ｈ４Ｉ２やの他、Ｉ２を用いることができる。
【００８１】
　つまり、上記製造方法において第１の工程は、上記一般式（Ｘ）で表される化合物から
水素原子を引き抜き、アニオンを形成する工程であり、上記第２の工程は、当該アニオン
の水素原子が引き抜かれた位置にハロゲン原子を導入する工程であるといえる。
【００８２】
　上記第１の工程及び第２の工程により、上記一般式（ＩＸ）で表される化合物を効率よ
く得ることができる。
【００８３】
　このように、今まで上記一般式（Ｘ）で表される化合物から上記一般式（ＩＸ）で表さ
れる化合物を得ることはできなかったが、本発明者らが鋭意努力した結果、初めて上記一
般式（ＩＸ）で表される化合物を得ることができた。今回上記化合物を得ることに成功し
た理由としては、以下の理由が考えられる。
【００８４】
　通常、チオフェン骨格を有する化合物にハロゲン原子を導入する場合、チオフェンは電
子リッチであるため、求電子的なハロゲン化試薬を加えるのが一般的である。しかし、こ
の場合、チオフェン骨格が有するニトリル基（ＣＮ）が電子を吸引するため、ハロゲン化
試薬とチオフェン骨格が有する水素原子とが反応せず、ニトリル基とハロゲン化試薬が優
先して反応してしまっていた。
【００８５】
　そこで、本発明者らは、水素引き抜き試薬（有機金属試薬）によってチオフェン骨格の
水素を一旦引き抜き、アニオンを形成した後、当該アニオンとハロゲン化試薬と反応させ
て所望の化合物を取得する手法を開発した。ただし、この場合でも、ニトリル基は、水素
引き抜き試薬（有機金属試薬）と反応するため、反応温度等の条件を制御することが好ま
しい。
【００８６】
　例えば、本発明では、チオフェン骨格が有するニトリル基と水素引き抜き試薬（有機金
属試薬）との反応を可能な限り抑制するような反応条件、例えば、低温環境下にて、上記
第１の工程及び第２の工程を行うことが好ましい。例えば、後述する実施例に示すように
、－１０６℃以下にて反応を行う方法を挙げることができる。後述の実施例では、反応を
低温環境下にて行うために、液体窒素とエタノールとを混ぜてシャーベット状になったも
のを使用しており、「－１０６℃以下」とは、この液体窒素とエタノールとを混ぜてシャ
ーベット状になった際の温度である。
【００８７】
　なお、－７０℃以上の反応温度では、上記一般式（ＩＸ）で表される化合物を十分に得
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ることはできなかった。これは、反応温度が高いと、おそらく、ニトリル基と有機金属試
薬とが反応してしまうため、著しく収率が悪化するためと考えられる。
【００８８】
　また、上述したように、上記一般式（ＩＸ）で表される化合物が得られれば、従来公知
の有機化学的な合成方法により、上述の＜１＞欄の化合物を製造することができる。具体
的には、例えば、後述する実施例に示すように、公知文献（D. W. MacDowellら、J. Org.
 Chem. 1977, 42, 3717、M. J. Cookら、J. Mater. Chem. 1997, 7, 5.、M. J. Cookら、
Tetrahedoron. 2000, 56, 4085. 、D. M. Knawbyら、Chem. Mater. 1997, 9, 535. M. Vi
ctoria Martinez-Diazら、Tetrahedron Lett. 2003, 44, 8475. ）等に基づき、遷移金属
触媒下でのクロスカップリング反応を行うことにより、オリゴチオフェン化合物を得るこ
とができる。さらに、このようにして得られたオリゴチオフェン化合物を複数用いて、Ｌ
ｉ（リチウム）存在下にて閉環させることにより、オリゴチオフェン骨格とフタロシアニ
ン骨格とが共役している、所望の構造の化合物を得ることができる。
【００８９】
　さらに、用いるオリゴチオフェン化合物の種類と反応条件を適宜設定することにより、
１つのフタロシアニン骨格に対して、１～４のいずれかのオリゴチオフェン骨格を有する
化合物を適宜製造することができる。具体的には、例えば、上記一般式（ＶＩＩＩ）で表
されるオリゴチオフェン骨格を有するジシアノ化合物とフタロニトリル誘導体とを任意の
割合で混合し、上記のように閉環させることにより、１～４のオリゴチオフェン骨格を有
するフタロシアニン誘導体を製造できる。また、その混合比に応じて、複数の生成物の中
で優先して得られるフタロシアニン誘導体のオリゴチオフェン骨格の数を調整できる。上
述したように、フタロシアニン骨格に対する、オリゴチオフェン骨格の形状や数量によっ
てその性質が変化する可能性があるため、多種多様なフタロシアニン骨格とオリゴチオフ
ェン骨格とを有する化合物を簡便かつ効率的に製造することができる本発明に係る製造方
法は、非常に有用である。
【００９０】
　＜３．本発明に係る利用＞
　上述したように、本発明に係る化合物は、可視領域全体において強い光吸収スペクトル
が認められるという特異な性質を有するものである。それゆえ、本発明に係る化合物は、
光電変換素子、色素増感太陽電池素子、有機ＥＬ素子、液晶表示素子、有機薄膜トランジ
スタ素子、又は有機キャリア輸送層を有する発光素子等のデバイスや有機半導体電子材料
に好適に利用することができる。本発明に係るデバイスは、上記化合物を用いていればよ
く、その他の具体的な構成、材料、大きさ、形状、用途等は特に限定されるものではない
。
【００９１】
　本発明に係る化合物を、例えば、光電変換素子や太陽電池に用いる場合、幅広い領域の
波長の光を吸収する光電変換能が優れた光電変換素子や太陽電池を製造することができ、
効率的に電気エネルギーを得ることができる。特に、太陽エネルギーでは、約４００ｎｍ
～１３００ｎｍの可視領域のエネルギーが大きいため、その利用が可能な光電変換素子や
太陽電池の開発が強く望まれていた。したがって、これらの光エネルギーを効率よく電気
エネルギーに変換することが可能な本発明に係るデバイスは、非常に有用であるといえる
。
【００９２】
　特に、フタロシアニン骨格に対して、複数のオリゴチオフェン骨格を有する化合物は、
幅広い光吸収スペクトルを示す。このため、幅広い領域の波長の光を利用可能な、非常に
優れた光電変換能を有する素子を得ることができる。また、上述したように、本発明に係
る化合物は、液晶としての性質を有する。このため、液晶を用いた、例えば表示素子など
の各種光電子デバイスや、液晶相の持つ自己会合性を利用した高配向性分子薄膜からなる
有機半導体層にも利用できる。
【００９３】
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　さらに、オリゴチオフェン骨格及びフタロシアニン骨格のいずれも電子キャリア輸送能
が優れているため、有用な電子材料として利用可能であることはいうまでもない。
【００９４】
　なお、本発明に係るデバイスの主題は、キャリア輸送能の向上及び／又は光吸収能の改
善がなされた新規デバイスを提供することに存するのであって、本明細書中に具体的に記
載した個々の具体例に存するのではない。したがって、上記具体的なデバイス以外の機器
・部品等も本発明の範囲に属することに留意しなければならない。
【００９５】
　以下実施例を示し、本発明の実施の形態についてさらに詳しく説明する。もちろん、本
発明は以下の実施例に限定されるものではなく、細部については様々な態様が可能である
ことはいうまでもない。さらに、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、
請求項に示した範囲で種々の変更が可能であり、それぞれ開示された技術的手段を適宜組
み合わせて得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
【実施例】
【００９６】
　図１に本発明に係る化合物の一例を製造する際の製造スキームを示す。各反応の詳細は
、以下のとおりである。
【００９７】
　〔１〕2,3-Dicyanothiophene（図１中、“１”で示す化合物）
　文献（D. W. MacDowellら、J. Org. Chem. 1977, 42, 3717）に従い、以下のように合
成した。窒素雰囲気下、ＤＭＦ（１５０ｍｌ）中に2,3-Dibromothiophene（２．８ｍｌ、
２４．８ｍｍｏｌ）、第一シアン化銅（７．２ｇ、８０．４ｍｍｏｌ）を加え、７時間還
流した。冷却後、これをＦｅＣｌ３（２８．６ｇ）と２Ｎ塩酸（１５０ｍｌ）の混合溶液
に加え、６０～７０℃を保ち、窒素ガスを吹き込みながら１時間攪拌した。混合溶液を塩
化メチレン（１８０ｍｌ×４）で抽出し、２Ｎ塩酸（２００ｍｌ×３）、水（６００ｍｌ
）、炭酸水素ナトリウム飽和水溶液（２００ｍｌ×２）、水（６００ｍｌ）で順次洗浄し
た。無水硫酸マグネシウムで乾燥し、減圧下で溶媒を留去した。カラムクロマトグラフィ
ー（シリカゲル、塩化メチレン：ヘキサン＝３：１、Ｒｆ＝０．４）で分取した後、クロ
ロホルム：ヘキサン混合溶媒で再結晶を行い、無色の針状結晶として“１”の化合物を得
た。（２．２６ｇ、６８％）；ｍｐ １１６～１２２℃（文献値１１５～１２２°C）。１

Ｈ ＮＭＲ（４００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３、ＴＭＳ）δ ７．８３（ｄ，１Ｈ、Ｊ＝５．２Ｈ
ｚ）、７．４４（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝５．２Ｈｚ）
　〔２〕2,3-Dicyano-5-iodothiophene（図１中、“２”で示す化合物）
　窒素雰囲気下、０．３３ＭのＬＤＡ－ＴＨＦ溶液（９．６ｍｌ、３．１ｍｍｏｌ）にＴ
ＨＦ（３０ｍｌ）を、反応容器を冷却しながら加え、－１１０℃以下に保ちながら２，３
－ジシアノチオフェン（０．４ｇ、３ｍｍｏｌ）／ＴＨＦ溶液（８ｍｌ）を滴下した。さ
らに４０分攪拌した後、１，２－ジヨードエタン（１．１ｇ，４ｍｍｏｌ）を加え、ゆっ
くり室温まで戻した。水（１００ｍｌ）を加え、塩化メチレン（８０ｍｌ×３）で抽出し
た。抽出液を水（１５０ｍｌ）、飽和食塩水（１５０ｍｌ）、水（１５０ｍｌ）で順次洗
浄した後、無水硫酸マグネシウムで乾燥した。減圧下で溶媒を留去した後、カラムクロマ
トグラフィー（シリカゲル、塩化メチレン：ヘキサン＝３：１、Ｒｆ＝０．４）、再結晶
（クロロホルム－ヘキサン）混合溶媒により精製し、淡黄色針状結晶として“２”の化合
物を得た。（０．５２ｇ、６７％）；ｍｐ １１５～１１７°C
　１Ｈ ＮＭＲ（６０ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３、ＴＭＳ）；δ ７．４７（ｓ，１Ｈ）
　１３Ｃ ＮＭＲ（１００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３、ＴＭＳ）；δ １３８．０９，１２３．０
０，１２０．２４，１０９．９９，１０９．４６，８２．７７
　元素分析：計算値Ｃ６ＨＩＮ２Ｓ：Ｃ，２７．７１；Ｈ，０．３９；Ｎ，１０．７７．
実測値：Ｃ，２７．７０；Ｈ，０．３９；Ｎ，１０．６９．
　〔３〕2,3-Dicyano-3’,3’’’’-dihexyl-5,5’2’,5’’;’2’’,5’’’;2’’’
,5’’’’-quinquethiophene（図１中、“３”で示す化合物）
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　窒素雰囲気下、2,3-Dicyano-5-iodothiophene （図１中、“２”で示す化合物、２０６
ｍｇ、０．７９ｍｍｏｌ）と2-tributylstanyl-4,3’’’-dihexyl-5,2’;5’2’’;5’
’,2’’’-quaterthiophene（６６０ｍｇ，０．８４ｍｍｏｌ、T. Yamashiroら、Chem. 
Lett., 1999, 443. に従い合成）を無水トルエン（４０ｍｌ）に溶解させ、３０分間アル
ゴンガスを吹き込み脱気した後、Ｐｄ（ＰＰｈ３）４ （７０ｍｇ、６０ｍｍｏｌ）を加
え１８時間還流した。その後、セライトろ過を行い、溶媒を減圧下で留去した。カラムク
ロマトグラフィー（シリカゲル、塩化メチレン：ヘキサン＝５：３、Ｒｆ＝０．４）によ
り精製し、赤色固体“３”で示す化合物を得た。（２７０ｍｇ，５４％）；ｍｐ８８～９
３°C
　ＭＳ（ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ）ｍ／ｚ６３０．５２（計算値．６３０．９８）
　１Ｈ ＮＭＲ（４００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３、ＴＭＳ）δ７．２７（ｓ，１Ｈ）、７．２
０（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝５．１Ｈｚ），７．１５（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．９Ｈｚ），７．１３（
ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．９ Ｈｚ），７．１５（ｓ，１Ｈ），７．０９（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．
８Ｈｚ），７．０３（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．８ Ｈｚ），６．９５（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝５．１
Ｈｚ），２．７８（ｔ，２Ｈ，Ｊ＝６．７Ｈｚ），２．７９（ｔ，２Ｈ，Ｊ＝６．７Ｈｚ
），１．８７（ｍ，１２Ｈ），１．３９（ｍ，８Ｈ），１．２６（ｍ，８Ｈ），０．９２
（ｔ，３Ｈ，Ｊ＝７．２Ｈｚ），０．８９（ｔ，３Ｈ，Ｊ＝７．２ Ｈｚ）．
　１３Ｃ ＮＭＲ（１００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３、ＴＭＳ）δ１４５．２０，１４０．７６
，１３９．７９，１３８．０８，１３５．９７，１３５．７４，１３４．１６，１３３．
０４，１３０．１２，１３０．１０，１２９．９６，１２９．６７，１２７．２３，１２
６．１６，１２４．１４，１２３．８９，１２３．７０，１２３．６４，１１９．８５，
１１３．８５，１１１．７３，１１０．８７，３１．５４，３１．４８，３０．４３，３
０．１５，２９．３７，２９．２６，２９．１３，２９．０９，２２．５２，２２．５０
，１４．０１（×２）．
　元素分析：計算値Ｃ３４Ｈ３４Ｎ２２Ｓ５：Ｃ，６４．７２；Ｈ，５．４３；Ｎ，４．
４４．実測値：Ｃ，６４．９９；Ｈ，５．４２；Ｎ，４．６３．
　〔４〕Tetrakis(3’,3’’’’-dihexyl-5,5’;2’,5’’;’2’’,5’’’;2’’’,5
’’’’-quinquethiopheno) [2,3]porphyrazine（図１中、“４”で示す化合物）
　窒素雰囲気下、“３”で示す化合物（２５０ｍｇ，０．４ｍｍｏｌ）を８０℃の１－ペ
ンタノール（３ｍｌ）に溶解し、金属リチウム（１２０ｍｇ）を少量ずつ加え、１１０℃
で１９時間攪拌した。反応終了後、アセトン（５０ｍｌ）を加えて３０分攪拌し、不溶物
を濾過しアセトンで洗浄した。濾液を２０ｍｌに濃縮して酢酸（１００ｍｌ）を加え一晩
攪拌した後、粗製の“４”の化合物を沈殿物として濾取した。さらに、濾液を濃縮後、水
（５０ｍｌ）で希釈し、塩化メチレン（５０ｍｌ×３）で抽出した。抽出液を水で洗浄後
、硫酸ナトリウムで乾燥、減圧下で濃縮し、先の生成物と合わせてカラムクラマトグラフ
ィー（アルミナ　クロロホルム）により、緑色の成分を分取後、ゲル浸透液体クロマトグ
ラフィー（カラム：ＪＡＩＧＥＬ－３Ｈ，４Ｈ，ＶＲ＝２５０ｍｌ）を行い、緑色固体を
得た（４０ｍｇ，１６％）。ｍｐ＞３００°C
　ＭＳ（ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ）ｍ／ｚ２５２８．８３（ｃａｌｃｄ．２５２５．９２）．
元素分析：計算値Ｃ１３６Ｈ１３８Ｎ８Ｓ２０：Ｃ，６４．６７，Ｈ，５．５１，Ｎ，４
．４４．　実測値：Ｃ，６４．６４，Ｈ，５．４９，Ｎ，４．５０．
　〔５〕Hexakis(butoxymethyl)tribenzo[d,i,n]-5-(3,3’’-dihexyl-2,2’;5’,2’’;
5’’,2’’’-quarterthiophene-5-yl)thiopheno[2,3-s]porphyrazine（図１中、“５”
で示す化合物）
　窒素雰囲気下、“３”で示す化合物（１３０ｍｇ，０．２ｍｍｏｌ）と4,5-bis(n-buto
xymethyl)phthalonitrule （３７１ｍｇ，１．２４ｍｍｏｌ）を８０℃の１－ペンタノー
ルに溶解し、金属リチウム（０．３ｇ）を少しずつ加えて、１１０℃で１６時間攪拌した
。反応終了後、アセトン（３０ｍｌ）を加えて３０分攪拌し、沈殿を濾別しアセトンで洗
浄した。濾液を濃縮して酢酸（２０ｍｌ）を加え、１時間攪拌し、目的物を沈殿として濾
取した。濾液を減圧下濃縮し、水（１００ｍｌ）を加え、塩化メチレン（８０ｍｌ×３）
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で抽出した。抽出液を水（２００ｍｌ）で洗浄、硫酸ナトリウムで乾燥後、減圧下で濃縮
し、先の粗生成物と合わせてカラムクラマトグラフィー（塩化メチレン：ＴＨＦ＝１００
：１、Ｒｆ＝０．３）により、“５”で示す化合物を緑色固体として得た（９９ｍｇ，１
８％）。ｍｐ１３３～１４１°C
　１Ｈ ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３，ＴＭＳ）；δ８．９２（ｓ，１Ｈ），８．
８５（ｓ，１Ｈ），８．５９（ｓ，１Ｈ），８．４９（ｓ，１Ｈ），８．４８（ｓ，１Ｈ
），８．３７（ｓ，１Ｈ），７．７９（ｓ，１Ｈ），７．２０（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝５．４Ｈ
ｚ），７．１５（ｓ，１Ｈ），７．０３（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．７Ｈｚ），７．０１（ｄ，
１Ｈ，Ｊ＝３．７Ｈｚ），６．９８（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．７Ｈｚ），６．９７（ｓ，１Ｈ
），６．９７（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝５．４ Ｈｚ），６．９４（ｄ，１Ｈ，Ｊ＝３．７Ｈｚ）
，４．９９（ｓ，２Ｈ），４．９８（ｓ，２Ｈ），４．９２（ｓ，２Ｈ），４．８８（ｓ
，２Ｈ），４．８８（ｓ，２Ｈ），４．８１（ｓ，２Ｈ），３．８０（ｍ，１２Ｈ），２
．８０（ｔ，２Ｈ，Ｊ＝６．７Ｈｚ），２．６５（ｔ，２Ｈ，Ｊ＝６．７Ｈｚ），１．８
７（ｄ，１２Ｈ，Ｊ＝３．７Ｈｚ），１．６３（ｍ，２４Ｈ），１．４３（ｍ，８Ｈ），
１．３６（ｍ，８Ｈ），１．１１（ｍ，１８Ｈ），１．０１（ｔ，３Ｈ，Ｊ＝７．２Ｈｚ
），０．９５（ｔ，３Ｈ，Ｊ＝７．２Ｈｚ）
　ＭＳ（ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ）ｍ／ｚ１５３１．９７（ｃａｌｃｄ．１５３４．１８）．
 元素分析：計算値Ｃ８８Ｈ１０８Ｎ８Ｏ６Ｓ５：Ｃ，６８．８９；Ｈ，７．１０；Ｎ，
７．３０ 実測値：Ｃ，６９．７４，Ｈ，７．２３，Ｎ，７．２６．
　なお、上述の説明において、特に言及していない場合は、関連文献（D. W. MacDowell
ら、J. Org. Chem. 1977, 42, 3717、M. J. Cookら、J. Mater. Chem. 1997, 7, 5. 、M.
 J. Cookら、Tetrahedoron. 2000, 56, 4085. 、D. M. Knawbyら、Chem. Mater. 1997, 9
, 535. 、M. Victoria Martinez-Diazら、Tetrahedron Lett. 2003, 44, 8475.）に基づ
いて行った。
【００９８】
　次に、フタロシアニン骨格を有する化合物、上記“４”で示す化合物、及び上記“５”
で示す化合物のそれぞれについて、吸収スペクトルを調べた。その結果を図２に示す。
【００９９】
　図２（ａ）に示すように、フタロシアニン骨格のみを有する化合物は、従来知られてい
るとおり、３００ｎｍ～４００ｎｍ、及び６５０ｎｍ～７００ｎｍ付近に強いピークが認
められた。
【０１００】
　また、図２（ｂ）に示すように、フタロシアニン骨格と４つのオリゴチオフェン骨格と
が共役している上記化合物“４”は、４００ｎｍ付近に強いピークが認められるとともに
、３００ｎｍ～８００ｎｍ付近まで幅広い吸収が認められた。
【０１０１】
　また、図２（ｃ）に示すように、フタロシアニン骨格と１つのオリゴチオフェン骨格と
が共役している上記化合物“５”は、最も強い吸収ピークの位置は、フタロシアニン骨格
のみを有する化合物と略同じであるが、さらに、フタロシアニン骨格のみを有する化合物
に比べて、４００ｎｍ～６００ｎｍの吸収が強くなっていることがわかった。
【０１０２】
　以上のように、フタロシアニン骨格とオリゴチオフェン骨格とが共役している化合物は
、これまでにない特異な吸収スペクトルを示し、その性質は、フタロシアニン骨格と共役
するオリゴチオフェン骨格の数が増加するにつれ、顕著になることがわかった。したがっ
て、本化合物は、全く新規な性質を有する化合物であり、例えば、光電気的、光電子的、
電気的、電子的部品等に使用可能な有機半導体電子材料として非常に有用であると考えら
れる。
【産業上の利用可能性】
【０１０３】
　本発明に係る化合物は、例えば、色素増感太陽電池材料、薄膜光電変換素子、液晶、有
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機薄膜トランジスタ、有機キャリア輸送層を有する発光デバイス等といった、光電気的、
光電子的、電気的、電子的部品等に使用可能な有機半導体電子材料に用いることができる
ため、非常に有望な産業上の利用可能性がある。
【図面の簡単な説明】
【０１０４】
【図１】本発明に係る実施例に示す化合物の製造スキームの一例を示す図である。
【図２】（ａ）～（ｃ）は、本発明に係る実施例に示す化合物の吸収スペクトルを調べた
結果を示す図である。

【図１】 【図２】
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